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令
和
２
年
（
２
０
２
０
年
）
６
月
に
年
金
制
度

改
正
法
が
公
布
さ
れ
、
少
子
高
齢
化
や
長
寿
化

に
対
応
し
た
改
正
が
、
一
部
を
除
き
、
令
和
４
年

（
２
０
２
２
年
）
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。
こ
こ
で
は
、
改
正
の
柱
で
あ
る
「
年
金
の
受

給
開
始
時
期
の
拡
大
」
「
厚
生
年
金
の
短
期
労
働

者
へ
の
適
用
拡
大
」
「
在
職
老
齢
年
金
の
基
準
額

の
引
き
上
げ
」
の
ほ
か
、
私
的
年
金
で
あ
る
「
ｉ
Ｄ

ｅ
Ｃ
ｏ
の
加
入
可
能
年
齢
・
受
給
開
始
年
齢
の
拡

大
」
や
「
企
業
型
Ｄ
Ｃ
と
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
の
併
用
」
に

つ
い
て
も
解
説
し
て
い
き
ま
す
。

年
金
の
受
給
開
始
時
期
の
拡
大

　

公
的
年
金
は
65
歳
か
ら
受
け
取
る
こ
と
を
原
則

と
し
て
い
ま
す
が
、
希
望
す
れ
ば
60
歳
か
ら
70
歳
の

間
に
受
け
取
り
を
開
始
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

65
歳
よ
り
前
に
受
給
す
る
こ
と
を
「
繰
上
げ
」
、

原
則
66
歳
以
降
に
受
給
す
る
こ
と
を
「
繰
下
げ
」

と
言
い
ま
す
。
こ
の
「
繰
下
げ
」
の
期
間
が
改
正

に
よ
り
75
歳
に
ま
で
拡
大
さ
れ
ま
す
。

　

「
繰
上
げ
」
に
伴
う
減
額
率
も
改
正
さ
れ
る
見

込
み
で
す
。
現
在
、
「
繰
上
げ
」
を
選
択
す
る

ライフプランを考えるときに知っておきたい話題を取り上げて解説します

少子高齢化や長寿化に対応し、公的年金の「繰下げ」の期間が
75 歳まで拡大されたほか、パート労働者の厚生年金の加入要件
緩和、私的年金の加入可能年齢の拡大も。

【図表１】 公的年金の繰上げ・繰下げのイメージ

60 歳 65 歳 70 歳 75 歳 死亡するまで

42％増額

84％増額
75歳まで 
繰下げ可能に

請求時年齢 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳
減額・増額率

（　）内は改正予定
△30％

（△24％）
△24％

（△19.2％）
△18％

（△14.4％）
△12％

（△9.6％）
△6％

（△4.8％） ―

66 歳 67 歳 68 歳 69 歳 70 歳

8.4％ 16.8％ 25.2％ 33.6％ 42％

71 歳 72 歳 73 歳 74 歳 75 歳

50.4％ 58.8％ 67.2％ 75.6％ 84％

令和4年（2022年）4月から実施予定

出典：厚生労働省資料をもとにブレイン社会保険労務士法人が作成

繰上げ減額率は
改正予定（政令事項）

原則的な支給開
始年齢の引き上
げは行わない

年
金
制
度
改
正
法
が
公
布
。

一
部
を
除
き
、
令
和
４
年
か
ら
施
行
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と
、
１
カ
月
当
た
り
0.5
％
減
額
さ
れ
る
と
こ
ろ
、

改
正
後
は
１
カ
月
当
た
り
0.4
％
減
額
さ
れ
、
最
大

で
24
％
減
額
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
ま
た

「
繰
下
げ
」
を
選
択
す
る
と
、
年
金
は
１
カ
月
当

た
り
0.7
％
増
額
さ
れ
ま
す
の
で
、
75
歳
ま
で
繰
下

げ
が
可
能
と
な
る
改
正
後
は
、
最
大
で
84
％
増
額

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
【
図
表
１
】
。

　

「
繰
上
げ
」
は
、
老
齢
基
礎
年
金
と
老
齢
厚
生

年
金
を
同
時
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、

「
繰
下
げ
」
は
、
老
齢
基
礎
年
金
と
老
齢
厚
生
年

金
を
同
時
に
繰
り
下
げ
る
他
、
一
方
だ
け
繰
下
げ

た
り
、
別
々
の
年
齢
ま
で
繰
下
げ
た
り
す
る
こ
と

も
可
能
で
す
。

　

「
繰
上
げ
」
や
「
繰
下
げ
」
は
、
一
度
選
択
し

て
し
ま
う
と
、
そ
の
後
の
変
更
が
で
き
ま
せ
ん
。

特
に
「
繰
上
げ
」
を
選
択
し
た
場
合
に
は
、
減
額

さ
れ
た
額
の
年
金
を
生
涯
受
け
取
る
こ
と
に
な
り

ま
す
の
で
、
ご
自
身
の
健
康
状
態
や
、
収
入
、
預

貯
金
の
額
等
、
様
々
な
点
を
考
慮
し
て
慎
重
に
選

択
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

厚
生
年
金
の
短
時
間
労
働
者

へ
の
適
用
拡
大

　

パ
ー
ト
で
働
く
人
の
多
く
は
、
現
在
、
厚
生
年

金
に
加
入
し
て
い
ま
せ
ん
。
加
入
す
る
に
は
一
定

の
要
件
が
あ
る
た
め
で
す
が
、
改
正
に
よ
り
こ
の

要
件
が
緩
和
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

現
在
「
労
働
時
間
が
週
20
時
間
以
上
」
「
賃
金

が
月
８
万
８
０
０
０
円
以
上
」
等
の
要
件
に
該
当

し
、
「
従
業
員
５
０
１
人
以
上
の
企
業
」
に
勤
め

る
短
時
間
労
働
者
が
原
則
適
用
と
な
っ
て
い
る

と
こ
ろ
、
こ
の
従
業
員
の
基
準
が
引
き
下
げ
ら

れ
、
令
和
４
年
（
２
０
２
２
年
）
10
月
か
ら
は

「
１
０
１
人
以
上
」
、
令
和
６
年
（
２
０
２
４

年
）
10
月
か
ら
は
「
51
人
以
上
」
の
企
業
が
適
用

と
な
り
ま
す
【
図
表
２
】
。

　

要
件
に
該
当
す
れ
ば
、
厚
生
年
金
保
険
料
と

あ
わ
せ
て
健
康
保
険
料
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
り

ま
す
の
で
、
目
先
の
負
担
は
増
え
ま
す
が
、
将
来

受
け
取
る
年
金
は
、
国
民
年
金
と
厚
生
年
金
の
２

階
建
て
に
な
り
、
確
実
に
増
額
し
ま
す
。
さ
ら

に
、
病
気
や
ケ
ガ
で
就
業
で
き
な
く
な
っ
た
場
合

に
、
所
得
補
償
で
あ
る
「
傷
病
手
当
金
」
を
健
康

保
険
か
ら
受
け
取
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

　

中
小
企
業
で
働
く
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
65
万
人
が

新
た
に
適
用
と
な
る
と
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

ご
自
身
や
ご
家
族
に
該
当
す
る
可
能
性
が
な
い
か

ど
う
か
確
認
さ
れ
る
と
良
い
で
し
ょ
う
。

在
職
老
齢
年
金
の
基
準
額
の

引
き
上
げ

　

「
在
職
老
齢
年
金
」
と
は
、
就
労
し
て
い
る
60

歳
以
上
の
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
者
の
年
金
月
額

と
賃
金
の
合
計
額
が
、
一
定
額
を
超
え
た
場
合
に

年
金
を
支
給
停
止
す
る
仕
組
み
の
こ
と
で
す
。
現

行
で
は
、
65
歳
未
満
は
28
万
円
、
65
歳
以
上
は

47
万
円
を
超
え
た
場
合
に
支
給
が
停
止
さ
れ
ま
す

が
、
改
正
後
は
、
65
歳
未
満
の
基
準
額
も
47
万
円

に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
【
次
頁

の
図
表
３
】
。
計
算
式
が
一
つ
に
な
り
、
年
金
月

額
と
賃
金
か
ら
47
万
円
を
引
い
た
残
り
の
半
分
の

額
が
支
給
停
止
と
な
り
ま
す
。

　

一
例
を
あ
げ
ま
し
ょ
う
。
現
在
63
歳
で
、
賃
金

の
月
額
が
30
万
円
、
老
齢
厚
生
年
金
の
月
額
が

10
万
円
の
人
は
、
在
職
老
齢
年
金
の
仕
組
み
に
よ

【図表２】 厚生年金の短時間労働者への適用拡大のイメージ

※適用拡大前の基準で適用対象と
なる労働者の数で算定

週所定労働時間

51 人 101 人 501 人 従業員数

30
時
間

20
時
間

適用拡大以前から適用対象（義務的適用）

令和6年10月から
適用拡大の対象

令和4年10月から
適用拡大の対象

平成28年10月から
適用拡大の対象

（義務的適用）

出典：厚生労働省資料をもとにブレイン社会保険労務士法人が作成
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進
学
を
あ
き
ら
め
な
い
！

「
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
」は

授
業
料
減
免
と
給
付
奨
学
金
の
２
本
立
て 

り
減
額
さ
れ
、
４
万
円
し
か
年
金
を
受
け
と
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
基
準
額
が
上
が
る

こ
と
で
、
改
正
後
は
年
金
10
万
円
の
全
額
を
受
給

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
こ
の
改
正
の
影
響
を
受
け
る
の
は
、

「
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生
年
金
」
を
受
け
取
る
こ

と
が
で
き
る
人
に
限
ら
れ
ま
す
。
そ
の
対
象
は
、

男
性
は
昭
和
36
年
（
１
９
６
１
年
）
４
月
１
日
、

女
性
は
昭
和
41
年
（
１
９
６
６
年
）
４
月
１
日
よ
り

前
に
生
ま
れ
た
人
に
な
り
ま
す
。

ｉイ

　

デ

　

コ

Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
の
加
入
可
能
年
齢
・

受
給
開
始
年
齢
の
拡
大

　

こ
こ
ま
で
は
、
公
的
年
金
の
主
な
改
正
点
に
つ

い
て
解
説
し
て
き
ま
し
た
が
、
私
的
年
金
に
つ
い

て
も
改
正
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

確
定
拠
出
年
金
（
Ｄ
Ｃ
）
は
、
自
分
で
作
る
年

金
制
度
と
言
わ
れ
る
も
の
で
、
ご
自
身
や
会
社
が

毎
月
掛
け
金
を
拠
出
し
て
、
運
用
し
ま
す
。
会
社

が
掛
け
金
を
拠
出
す
る
も
の
を
「
企
業
型
」
、
ご

自
身
で
掛
け
金
を
拠
出
す
る
も
の
を
「
個
人
型

（
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
）
」
と
言
い
ま
す
が
、
今
回
の
改

正
で
は
こ
れ
ら
の
加
入
可
能
年
齢
が
【
図
表
４
】

の
と
お
り
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
は
、
現
在
、
60
歳
未
満
を
対
象
に
し

て
い
る
と
こ
ろ
、
改
正
後
は
65
歳
未
満
に
ま
で
延
長

さ
れ
ま
す
（
企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
つ
い
て
は
、
企
業
に
よ
っ

て
加
入
で
き
る
年
齢
が
異
な
る
た
め
、
こ
こ
で
は
割

愛
し
ま
す
）
。ｉ
Ｄｅ
Ｃｏ
へ
の
加
入
に
は
、
国
民
年

金
の
被
保
険
者
で

あ
る
こ
と
が
要
件

と
な
り
ま
す
の
で
、

60
歳
以
降
も
就
労

し
て
厚
生
年
金
の

被
保
険
者
で
あ
る

人
や
、
国
民
年
金

に
任
意
加
入
し
て

い
る
自
営
業
者
等

が
改
正
の
影
響
を

受
け
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
高
齢
期

の
就
労
が
拡
大
し

て
い
る
こ
と
を
踏

ま
え
た
改
正
と
言

え
る
で
し
ょ
う
。

　

ま
た
、
Ｄ
Ｃ
の
受
給
開
始
年
齢
の
幅
が
広
が
り

ま
す
。
現
行
制
度
下
で
は
、
60
歳
か
ら
70
歳
の
間

で
加
入
者
が
自
由
に
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す

が
、
改
正
後
は
60
歳
か
ら
75
歳
ま
で
に
拡
大
し
ま

す
。
公
的
年
金
の
繰
下
げ
が
75
歳
に
ま
で
可
能
に

な
る
こ
と
に
併
せ
た
も
の
で
す
。

　

先
に
述
べ
た
よ
う
に
、
公
的
年
金
は
、
受
給
開
始

時
期
を
遅
ら
せ
れ
ば
遅
ら
せ
る
だ
け
年
金
額
が
増

え
る
仕
組
み
で
す
が
、
Ｄ
Ｃ
の
場
合
、
年
金
額
の
増

減
は
ご
自
身
の
運
用
結
果
次
第
で
す
。
特
に
ｉ
Ｄ
ｅ

Ｃ
ｏ
で
は
、
ご
自
身
で
口
座
管
理
料
を
負
担
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
の
で
、
運
用
が
芳
し
く
な
け
れ
ば

実
質
的
に
目
減
り
し
て
い
く
可
能
性
が
あ
る
こ
と
は

押
さ
え
て
お
き
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

企
業
型
Ｄ
Ｃ
と

ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
の
併
用

　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
加
入
者
は
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
に
も

加
入
で
き
ま
す
が
、
会
社
が
規
約
を
変
更
し
、
掛

け
金
の
限
度
額
を
下
げ
な
け
れ
ば
２
つ
を
併
用
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
現
行
制
度
下
で
は
ほ

と
ん
ど
活
用
で
き
て
い
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
、
令
和

４
年
10
月
か
ら
は
、
こ
れ
を
容
易
に
す
る
た
め
、

規
約
変
更
な
し
で
併
用
で
き
る
よ
う
改
正
が
行
わ

れ
ま
す
。

　

Ｄ
Ｃ
は
、
法
令
で
企
業
型
、
個
人
型
そ
れ
ぞ
れ

に
掛
け
金
の
限
度
額
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、
企
業

型
Ｄ
Ｃ
の
会
社
掛
け
金
が
そ
の
限
度
額
に
満
た
な

い
場
合
、
個
人
が
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
を
使
っ
て
掛
け
金

を
拠
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
企
業
年
金
が
企
業
型
Ｄ
Ｃ
だ
け
の
会

社
で
は
、
掛
け
金
の
限
度
額
は
月
５
万
５
０
０
０

円
と
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
会
社
掛
け
金
が

１
万
円
の
場
合
、
改
正
後
は
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
の
掛

け
金
の
上
限
額
で
あ
る
２
万
円
ま
で
ご
自
身
で
拠

出
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
節
税
メ
リ
ッ
ト
を

よ
り
享
受
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
の
で
、
積
極

的
に
利
用
し
た
い
も
の
で
す
。

　

こ
の
他
に
も
、
少
子
高
齢
化
、
長
寿
化
を
見
据

え
た
改
正
が
行
わ
れ
ま
す
。
こ
の
機
会
に
高
齢
期

の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
一
度
じ
っ
く
り
と
考
え
て
み
る

と
良
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

【図表４】 加入可能年齢の引き上げ
変更前 変更後

企業型ＤＣに
加入できる方※ 65歳未満 70歳未満

iDeCoに
加入できる方

60歳未満の
国民年金被保険者

65歳未満の
国民年金被保険者

※企業によって加入できる年齢が異なります

【図表３】 在職老齢年金の基準額の引き上げ

賃金＋年金月額が 28万円超
   → 年金を支給停止

賃金＋年金月額が 47万円超
   → 年金を支給停止

改正後現行
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